
（新） ４０百万円( ０百万円)アジア水環境改善モデル事業

水・大気環境局 水環境課

１．事業の概要

2025年には水ビジネス市場は110兆円の成長が見込まれる一方、その大

半を占める管理運営や施設建設部門において日本企業のシェアは低い。ま

た、日本企業は管理運営に関する経験が少ないため、国際入札に必要な参

加資格要件を満たすことができず、競争の土俵にすら上れない状況にある。

本事業では、汚水処理事業単独ではなく水道事業と一体となって整備す

ることにより資金回収リスクを低減するとともに、システム全体としての

水環境の改善・水循環の健全化を図る「日本型ビジネスモデル」の構築を

図る。パイロットケースとして、相手国政府との政府間合意に基づき、企

画計画から維持管理まで、浄水から汚泥処理までを一体化したモデル事業

をアジアの地方中小都市において実施する。実施に当たっては、厚生労働

省や国土交通省による上下水道事業の国際展開と適宜連携を図る。

２．事業計画

調 査 項 目 H23 H24 H25 H26

・対象国におけるフィージビリティスタディの

実施

・モデル事業の計画・設計

・モデル事業の建設

・モデル事業の維持管理・モニタリング

・日本国内企業を対象としたセミナーの実施

・キャパシティビルディング実施

３．施策の効果

・ＭＤＧｓ（安全な飲料水、衛生施設の継続的な利用）達成への貢献

・日本の水関連企業の海外における受注機会拡大



要素技術（機器・素材）は高い技術力を
有しているが、当該分野は１兆円市場

・日本では管理運営は
公共部門が実施
民間部門に管理運営の
ノウハウ蓄積が少ない

「１１０兆円」市場への参入
に向けた課題と戦略

・諸外国が提示する
入札参加資格がない

・水道事業と汚水処理事業の
組み合わせにより、システ
ム全体として水循環の改善
と効率的な料金回収を図る

→ 「日本型ビジネスモデル」の構築
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ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｳｫｰﾀｰｼﾞｬﾊﾟﾝ吉村氏の資料を環境省にて一部加工

課題

戦略

海外における水環境ビジネスの展開

水ビジネス市場は２０２５年には１１０兆円へ成長見込み（うち約４割がアジア）

世界人口 ６７億人のうち、 9億人（うちアジア 5億人）が安全な水を、
26億人（うちアジア 19億人）は衛生設備を利用できない状況

背 景

原水の浄水から汚泥処理までの各段階で、企画・計画から運営・維持管理を一体化した
ビジネス展開を目指し、アジアの地方中小都市で政府間合意に基づくモデル事業を実施

現地適応型技術の開発、維持管理を行うコンサルタント及び現地技術者の育成を併せて実施

具体的施策

実施スケジュール

•アジア水環境ネットワーク（ＷＥＰＡ）の場で
対象国を検討

•対象国における
フィージビリティースタディーの実施

•モデル施設の
計画・設計

•モデル施設の建設

•モデル施設の
維持管理モニタリング

H22

H23

H24

H25

H25

•キャパシティ
ビルディング

•国内企業を対象と
したセミナーの実施

取 水

原水から汚水・汚泥処理までの技術・施設をパッケージ化（イメージ）

汚泥処理

・し尿処理・堆肥化
・汚泥収集システム

排 水

汚水の
集水システム
・管路検査
・工事設計支援
・メンテナンス

要素技術
施設建設
維持管理

日本の有する多種多様な技術から、
地域特性に応じたメニューの組み合わせにより

健全な水循環サイクルを構築

汚水処理

・浄化槽技術
・汚水処理施設
・メンテナンス

H20年度より中国内５地区にて
モデル事業を実施中

（地域に適応した分散型排水処理技術）

礫間接触酸化法 回転円板処理法

厚生労働省との連携

飲料水の配水

・送水ポンプ
・漏水防止技術
・配管設計支援
・メンテナンス

原水の浄水（飲料水）

・浄水技術
・水質検知技術
・簡易水道
（公営・民営）
・浄水プラント
建設
・メンテナンス

浄水施設

取 水

※各段階で、企画・計画から要素技術の導入・施設の設計・施工、運営・維持管理までを一体化

・測定技術
・水質モニタリングシステム

国土交通省
との連携

アジア水環境改善モデル事業

水ビジネス市場の今後の伸びとその内訳

市場規模（2025） 分 野

１００兆円 水インフラ管理運営

１０兆円 施設建設

１兆円 機器、素材、膜


